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　申請からおおむね１か月後までに、結果が
記載された「認定結果通知書」と「保険証」が
届きます。

④認定結果の通知

　市では、高齢者が生きがいを持って、住み慣れた地域で自立した生
活ができるよう、社会参加の支援や在宅福祉サービスを実施していま
す。また、地域包括支援センターでは専門職員が介護や介護予防に
ついての相談を行っています。

　介護保険のサービスには、自宅で食事などの介助や、
施設に入所するものなどがあります。利用には要介護認
定が必要です。申請方法を確認しておきましょう。詳し
くは長寿支援課　483-1151（代表）へ

市の高齢者福祉サービスと相談案内

高齢者の福祉・健康などの　　　　　　地域包括支援センターをご利用ください相 談 窓 口

●一次判定
　訪問調査の結果と主治医意見書の一部の項
目をもとにコンピュータが判定します。
●二次判定（介護認定審査会）
　一次判定と主治医意見書などをもとに、保
健、医療、福祉の専門家が審査・判定を行います。

③審査・判定

●訪問調査
　調査員が自宅等を訪問し、心身の状態や家
族・居住環境などについて聞き取り調査をし
ます。
●主治医意見書
　市の依頼により主治医が意見書を作成し
ます。

②認定調査

申請から認定までの流れ

　長寿支援課で申請してください。
支所ではできません。本人または家族の来庁
が困難な場合は、長寿支援課へお問い合わせ
ください。　　　　
【申請に必要なもの(65歳以上の人)】
●介護保険の保険証
●主治医の氏名、医療機関名、所在地のわか
るメモなど

【申請に必要なもの(40歳～ 64歳の人)】
●健康保険証
●主治医の氏名、医療機関名、所在地のわか
るメモなど

①申請

介護保険を利用するには
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40歳以上のすべての人が 
被保険者となります
　介護保険は、40歳以上のすべての人が加
入者（被保険者）です。65歳以上の人は第１号
被保険者、40歳から64歳までの人は第２号
被保険者となります。
　保険料は、第１号被保険者は主に年金か
らの天引きで、第２号被保険者は加入して
いる健康保険を通して納付します。

介護サービスを利用するには 
要介護認定が必要です
　介護サービスを利用するには、長寿支援
課で申請し、要介護認定を受ける必要があ
ります。申請は家族でもできます。

▼第１号被保険者（65歳以上の人）　原因
を問わず介護サービスを利用できます　

▼第２号被保険者（40歳～64歳の人）　
特定疾病（16種類）が原因の場合に介護サー
ビスを利用できます

認定後、ケアプランを作成します
　要介護認定を受けたら、ケアマネジャー
または地域包括支援センターの職員に、ど
のような介護サービスを利用したいか希望
を伝えて、ケアプラン（介護サービスの利用
計画）を作成します。
■自己負担は１割または２割
　介護サービスは、１割または２割の自己
負担で利用できます。ただし、要介護度に
応じて上限額（利用限度額）があります。
上限を超えてサービスを利用した場合は、
超えた分の全額が自己負担となります。

出前講座も行います
　地域包括支援センターでは、市内に
在住・在勤している人からなる団体や
グループなどで、おおむね10人以上の
受講希望者を対象に出前講座も行って
います。高齢者以外の団体からの依頼
も受け付けています。具体的な講座内
容は以下のとおりです。詳しくは各地
域包括支援センターにお問い合わせく
ださい。

（例）
・地域包括支援センターの
　紹介と高齢者福祉について
・高齢者の人権を守るための
　制度と取り組みについて
・認知症サポーター養成講座

認知症サポーター 
養成講座を開催します
　認知症状のある人の特徴や接し方、
地域社会でのサポートの方法などを説
明します。また、認知症の人の介護を
支える相談機関や制度についても紹介
します。受講者には認知症サポーター
の証であるオレンジリングを差し上げ
ます。先着50人。

▼日時　10月29日㈰午後２時～４時　

▼場所　市役所２階第１・２会議室

▼申し込み　電話で地域包括支援セン
ター 483-1151へ

この特集のお問い合わせは
長寿支援課 483-1151（代表）へ


